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－学習指導要領改定に伴う「特別活動授」に関する科目の実践事例－
大　竹　晋　吾
１．本論の目的
本論は、本学の教職課程科目「特別活動論」に関する授業改善を目的とし、教員としての「学級
経営・ホームルーム」の運営に関する能力育成に省察を加えた実践報告である。
現行学習指導要領（平成10年版『小学校学習指導要領』・『中学校学習指導要領』、平成11年版
『高等学校学習指導要領』）に対して、現在、平成21年度改訂を目指して審議されている（平成19年
度12月現在）次期学習指導要領では、「特別活動」に新たに、中学校・高等学校では「①学級・学校
生活充実活動（仮称）、②適応・生徒指導（仮称）、③学業・進路指導（仮称）」の３つの内容を盛り
込んだ（１）。
これらの理由として、「特別活動の各内容のねらいと意義を明確にするため、各内容に係る活動を
通して育てたい態度や能力を、特別活動の全体目標を受けて各内容の目標として示すことにある」
とされている。
本稿で述べる教職課程科目「特別活動論」は、本学（新潟経営大学）大学２年生科目として設定
されている。本学の教職課程科目では、初任者教員として20代前半における教職キャリアをイメー
ジし、そこにおける学級担任レベルの指導能力の獲得を目指してプログラムを構成している。「特別
活動論」の科目においても同様のテーマを掲げ、学級・ホームルーム活動を通じた教員の指導能力
を向上させることを目的としている。
同科目において最も重視しているのは、学校現場における特別活動の実践場面を模擬授業を通じ
てイメージさせ、教職課程科目履修生に学級担任として特別活動を通じた学級経営能力を身につけ
させるということにある。
本稿は、平成19年度後学期教職課程科目「特別活動」に対する受講生からの省察を通じた実践報
告である。
２．教職科目「特別活動」の授業実践に関する先行研究の検討
（１）今次の学習指導要領の改定に係わる「特別活動領域」の理解
現在審議されている学習指導要領の「特別活動領域」について、昨今の学校現場の課題認識を、
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以下のように示している。
主目的として示されているのは、①学校間の接続における児童生徒の学校不適応、②子どもの生
活環境の変化に伴う生活習慣の変容と、③生活体験・人間関係の希薄化にともなう集団活動への不
適応、④特別活動における学習内容の系統性など、新たに示された課題は学校現場において非常に
深刻な課題である。これらの新たに示された課題は、今後は学級・クラス担任に対して、特別活動
場面を含めた教育・学習場面での適切な指導能力をもとめることになろう。
課題
○特別活動の充実は学校生活の満足度や楽しさと深くかかわっているが、他方、それらが児童生徒の資質や能力の育成に十分つな
がっていない状況も指摘されている。また、学校段階の接続の問題としては、小１プロブレム、中１ギャップなど集団への適応
にかかわる問題が指摘されている。
○情報化、都市化、少子高齢化などの社会状況の変化を背景に、生活体験の不足や人間関係の希薄化、集団のために働く意欲や生
活上の諸問題を話し合って解決する力の不足、規範意識の低下などが顕著になっており、好ましい人間関係を築けないことや、
望ましい集団活動を通した社会性の育成が不十分な状況も見られる。
○特別活動において、全体の目標は示しているが、各内容ごとの目標は示していない。このため、活動を通して何を育てるかが明
確でないことや、総合的な学習の時間などとの教育活動の重なりも指摘されている。
○特別活動の中でも、その基盤的な役割を担う学級活動やホームルーム活動の内容については、小学校では６年間を通じた活動内
容をまとめて示しているため、発達や学年の課題に対応した適切な活動が行われにくいとの指摘がある。また、中学校及び高等
学校では、内容が網羅的になっているため、重点を置きたい内容の指導に力が注ぎにくいとの指摘がある。
（文部科学省HP：http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/gijiroku/019/07110712/007.htm）
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教科等 計
国語 1377
社会 345
算数 869
理科 350
生活 207
音楽 358
図画工作 358
家庭 115
体育 540
道徳 209
特別活動 209
総合的な学習
430
の時間
合計 5367
教科等 計
国語 1461
社会 365
算数 1011
理科 405
生活 207
音楽 358
図画工作 358
家庭 115
体育 597
道徳 209
特別活動 209
総合的な学習
280
の時間
外国語活動
70
（仮称）
合計 5645
教科等 計
国語 350
社会 295
数学 315
理科 290
音楽 115
美術 115
保健体育 270
技術・家庭 175
外国語 315
道徳 105
特別活動 105
155
選択教科等 ～
280
総合的な学習
210
の時間
～
335
合計 2940
教科等 計
国語 385
社会 350
数学 385
理科 385
音楽 115
美術 115
保健体育 315
技術・家庭 175
外国語 420
道徳 105
特別活動 105
総合的な学習
の時間
190
合計 3045
［ 現　行 ］
小学校６年間の標準授業時数（案） 中学校３年間の標準授業時数（案）
［ 改定案 ］ ［ 現　行 ］ ［ 改定案 ］
次期学習指導要領改定の要点・ポイントとして示されているのは、①改正教育基本法等を踏まえ
た学習指導要領改訂、②「生きる力」という理念の共有、③基礎的・基本的な知識・技能の習得、
④思考力・判断力・表現力等の育成、⑤確かな学力を確立するために必要な時間の確保、⑥学習意
欲の向上や学習習慣の確立、⑦豊かな心や健やかな体の育成のための指導の充実、これら７つであ
る。特に文部科学省は、現行学習指導要領の「生きる力」を育むことを継続することを強く主張し
ている。
このような学習指導要領改定の要点・ポイントに対して、特別活動領域の授業時数はどのように
変化しているのか。上記に示したものは、現行の学習指導要領と新たに改定案として示された学習
指導要領の時数編成案であるが、実数として特別活動領域の授業時数を見ると、教科領域の授業時
数は増加しているのに対して、特別活動領域の授業時数にほとんど変化はない。
（http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-cs/idea/20071108/001.pdf）。
現行の学習指導要領の延長線上に「生きる力」を更に拡充させることを目指す次期学習指導要領
において、特別活動の時間を通じて、教員には従前以上に高度な指導能力が求められることになる。
クラス・学級担任としての学級経営能力の高度化は言うまでもなく、特別活動領域の各学校・学年
単位における系統性を持った特別指導カリキュラムを編成し実践する能力が求められることになる
といえよう。
３．教職課程科目「特別活動研究」の目的と構成
（１）「特別活動研究」の目的
「特別活動研究」は、「教育職員免許法施行規則」の第６条別表第４欄「教育課程及び指導法に関
する科目」のなかで、「特別活動の指導法」として示されている２単位科目を、新潟経営大学教職課
程科目として開講している（講義担当者：大竹晋吾）。
○シラバス
１．特別活動の意義（１時間）
２．特別活動学習指導要領の理解（３時間）
（１）学習指導要領の変遷　　　　　　　（２）現行学習指導要領の特色
（３）特別活動の領域　　　　　　　　　（４）各教科・道徳等との関係
（５）中学校・高等学校との相違　　　　（５）特別活動の指導案作成
３．学級・ホームルーム活動・生徒会活動・学校行事の実践と各学校の活動（２時間）
６．特別活動の指導案作成（２時間）
７．学級活動における「仲間・組織づくり」を目的とした模擬授業（６時間）
８．学期末試験（１時間）
○評価基準：出席点（20点）、レポート・特別活動指導案（20点）、学期末試験（60点）
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平成19年度後学期開講科目ではあるが、前年度にシラバスを明示していたため、次期学習指導要領
で新たに明示された項目については事前にシラバスに取り入れていない。シラバスを作成する際には、
近年、各大学もしくは教職課程に関連する書籍で報告されている事例研究がある。高瀬ら（高瀬淳・
三山緑・住岡敏弘他,2004）、福本（2006）、生田・露口（2006）、海老沼（2006）、元吉（2006）の
ように、各大学の教職課程における「特別活動」講義を活用した実践報告が近年見られるようになっ
てきた。本講義では、教職課程科目を履修し教員免許を取得するにあたり、初任者教員として学級・
クラス担任を任される際の、「仲間・組織づくり」に注目し、学級（経営）指導能力を育むことを目的
とした、この点、生田・露口（2006）の研究を参考にシラバスを作成している（２）。
シラバスの構成要素としては、１）現行学習指導要領の解説、２）各学校における実践事例の紹
介（ビデオ・DVD教材、インターネットによる調べ学習）、３）学級・クラス担任をイメージした
「仲間・組織づくり」を目的とした指導案の作成、４）模擬授業実践という、3部構成を意図したも
のである。
（２）特別活動の模擬授業の実践と学生アンケートの結果
受講生が約20名のため、学習指導案作成による指導を通じて、全員に約30分にわたる模擬授業を
行った。受講生の一人が教員役になり、その他の受講生が中学もしくは高校の生徒役になって行う
ロールプレイ形式の模擬授業である。指導案作成の際に配慮した部分は、１）生徒の実態の把握、
２）生徒の特性や発達段階の考慮の２点を考慮して作成している。
模擬授業場面では、生徒役となる受講生にたいしてアンケートを同時に行っている。アンケート
内容は、模擬授業の評価と具体的改善内容を書いてもらった。以下には、アンケートのなかで自由
記述の多かった意見を示したものである。
○導入段階において
・アイスブレーキングの活用は効果的である・交流が図りやすくなる（10）
・授業の目的が明確でない場合が多い・説明できていない（８）
○展開段階において
・進行に関して事前準備が不足している・充分でない（22）
・時間配分がスムーズに行かない（短く終わってしまう）（17）
・あまり盛り上がらない（９）
・運動する（バレー・サッカー等）だけで終わっている（６）
○総括段階において
・「仲間づくり」のための意図がよくわからない・遊んでいるだけ（12）
・特別活動の実践的な場面をイメージしにくい（12）
・学生同士だと生徒役や先生役になりきれない（６）
＊カッコ（ ）内は同様の自由記述の数を示している。
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４．現状の認識と残された課題
本論では、今次の学習指導要領の改定において論じられている「特別活動」領域の要点を明示し、
それに対応する教員の指導能力を考察し、その上で教職課程科目「特別活動（研究）」で求められる
初任者教員の能力を、同講義科目「特別活動」の授業実践に省察を加えることを通じて明らかにし
ようとしたものである。
大学２年生科目として設定されている教職課程科目「特別活動論」の授業実践において、当初予
定していた、１）現行学習指導要領の解説、２）各学校における実践事例の紹介、３）学級・クラ
ス担任をイメージした「仲間・組織づくり」を目的とした指導案の作成、４）模擬授業実践の内容
を講義することはできた。
しかし、それらを受けた受講生のアンケート結果では、「特別活動」の実践指導能力を高めた者で
あったのかは疑問に残る結果となった。
本学の教職課程科目は、初任者教員として20代前半における教職キャリアをイメージし、そこに
おける学級担任レベルの指導能力の獲得を目指してプログラムを構成している。「特別活動論」の科
目においても同様のテーマを掲げ、学級・ホームルーム活動を通じた教員の指導能力を向上させる
ことを目的としている。
しかし、教師役と生徒役に別れて行うロールプレイ形式の模擬授業実践では、「特別活動」として
学校現場に近づけることが難しいという意見が多く見られた。学生からの意見としても、どうして
も「友人関係」の中で関係づくりを意図してしまい、従来から人間関係性がとれている受講生同士
では、なかなか「仲間・組織づくり」を目的としにくいという意見も得ている。
次期学習指導要領で新たに示された、①学級・学校生活充実活動（仮称）、②適応・生徒指導（仮
称）、③学業・進路指導（仮称）の内容項目については、特別活動の授業時数が増加しないなかで従
前の内容項目に加えてこれらの内容を教授していかなければならない。初任者教員であっても、短
時間の中で効果的な指導法によって、学級集団づくり（仲間・組織づくり）を促進していかなけれ
ばならない。一方で、教職課程科目の実態としては、学校現場の特別活動の実践に近づけるような
授業方法の開発が求められるのではないだろうか。これまで、生徒として過ごしてきた学校生活と、
教職課程科目において「教師」としてのスタンスに立って指導能力を獲得することとの差異を、本
年度の実践で充分に克服することはできなかった。
学級における「仲間・組織作り」の重要性をイメージさせ、学生にその意義をいかにして感じさ
せるのか、次年度への課題として継続的に授業開発を行っていきたいと思う。
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【註】
（１）現在審議中の小学校・中学校・高等学校段階の学習指導要領における「特別活動」領域の審議内容と方向性については、文部
科学省HP、中央教育審議会初等中等教育分科会教育課程部会「豊かな心を育む教育の在り方に関する専門部会」における第１
回～第10回における審議内容及び資料を参照している
（http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/index.htm#yutaka）（Date;2007/12/01）
（２）特別活動領域に関する研究としては、「日本特別活動学紀要編集委員会」による『日本特別学会紀要』がある。日本特別活動
学会では、特別活動研究における理論的考察だけでなく、教職課程科目の実践報告、学校における特別活動実践報告などが掲載
されており、当該領域における数少ない学会の一つであり、同学会紀要も参照している。
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